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災害が発生すると死亡に至る危険性が高い

熱中症の原因と発生しやすい職場の条件

暑さ指数（WBGT）　Wet Bulb Globe Temperature (湿球黒球温度)

熱中症対策は事業主の義務、労使で対応の確認を

202５年に発生した感電による休業４日以上の死傷災害は９４件、死亡災害は１０件でした。

感電による労働災害の特徴の一つは、致死率（ここでは、休業4日以上の死傷者数と死亡者数の比率をいう）の高さです。感電による休業４日以上

の死傷者数、死亡者数は、それぞれ全体の0.０７%、１．４％と多くはありませんが、致死率はおぼれ（7３%）、火災（1２％）に次ぐ１０％です。ちなみに、死

亡災害件数の最も多い「墜落・転落」の致死率は０．９％です。感電による災害はひとたび発生すると、死亡に至る危険性が高いことを示しています。

感電による災害は夏場に多く発生

業種別でみると、感電による死傷災害が多く発生しているのは建設業と製造業です。

一方、事業所規模別では、小規模事業所ほど多く発生しているという調査結果もあり

ます。

また、感電による死傷災害は夏場に多く発生します。高温多湿や汗をかくことに

加え、軽装で皮膚を多く露出するため、感電や電気事故などが発生しやすいと言われて

います。

実際、202５年の月別労働災害発生件数をみてみると、７～9月が最も多くなって

いることが分かります。

災害の発生原因は、漏電や絶縁不良といった設備要因よりも、電気機器の取り扱い

や安全管理体制の不備など、ソフト面がほとんどであるとの報告もあります。安全

管理体制を確立し、安全教育や危険予知など基本的な対策をいかに実効性のある

ものにしていくかが重要となります。

感電による休業４日以上の死傷災害発生件数

家庭でできる食中毒予防の６つのポイント

※対象となるのは「WBGT28度以上または気温31度以上の環境下

連続１時間以上または１日４時間を超えて実施」が見込まれる

作業を行う場合

※厚生労働省　「2025年度労働災害発生状況」より作成

食品衛生月間は、食中毒事故の防止と衛生管理の向上を図るため、食品等事業者及び消費者に対し、食品衛生思想の普及･啓発、食品の安全性に

関する情報提供及びリスクコミュニケーションの推進を図ることを目的に、厚生労働省、都道府県、保健所設置市、特別区の主催により8月1日から8月

3１日までの1ヶ月間実施されます。

厚労省のホームページによれば、食中毒を防ぐためには食中

毒菌を「付けない・増やさない・やっつける」の3原則を、

①食品の購入

②家庭での保存

③下準備

④調理

⑤食事

⑥残った食品

の６つのポイントで実践すること

が大切であると解説しています。

職場においても、弁当をはじ

めとする食料品の保管には注

意しましょう。

8月は「電気使用安全月間」です。私たちの生活のさまざまな場面で利用されている「電気」ですが、その使用方法を誤ると大変な事故につながります。

低電圧でも体が濡れているなどの複合要因があれば 感電死する危険が十分にあると言われおり、家庭用コンセントでも死に至る可能性があります。

電気は充電部の金属が見えるだけで電気自体は見えないため、危険なものであるという認識をしっかり持つことが大切です。

8 月 度 標 語 気を付けよう　心の傷も　労災です

２０２6年度標語 「大丈夫！」　自分ルールは　事故の元

電 気 使 用 安 全 月 間電 気 使 用 安 全 月 間

夏場は食中毒にご用心を夏場は食中毒にご用心を ８月１日～３１日は食品衛生月間８月１日～３１日は食品衛生月間

に備える（熱中症のリスクへ備える）災害級の暑さ災害級の暑さ
連日40度に迫る”災害級の暑さ”が日本列島に吹き荒れています。”災害級の暑さ”とは、単なる猛暑を超え、健康や社会生活に深刻な影響を及ぼ

す異常な高温状態であり、暑さ指数（WBGT）が31度以上の状態を指します。この温度に達するとすべての生活活動において熱中症のリスクが高まる

ため、熱中症対策の徹底を労使でおこないましょう。

暑さ指数（WBGT）は、熱中症を予防することを目的

とした指標です。作業場所における暑さ指数が基準値

を超えるおそれがある場合には、熱中症になる可能性

が高くなるので対策を講じる必要があります。

職場における熱中症による死亡例のほとんどが「初期

症状の放置・対応の遅れ」です。2025年6月1日の労働安全

衛生規則の改正により、熱中症による重篤な健康被害を

防ぐため、事業者には「報告体制の整備」「重篤化防止の

ための対応手順の作成」「関係作業者への周知」が義務付け

られました。これにより、熱中症の疑いがある労働者を早期

に発見し、迅速かつ適切に対応することが求められます。※

厚生労働省が作成している「働く人の今すぐ使える

熱中症ガイド」を参考に、事業所の環境整備について

安全衛生委員会等にて労使で話し合いましょう。

また、労働者自身も熱中症にならないように予防をする

必要があります。仕事前日の飲酒は控える、睡眠を十分に

とる、仕事前に食事をとるなどの体調管理に努めましょう。


